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1 はじめに 

近年、印刷業界で当時未規制であった化学物質が原因と推定される胆管がんの患者が発生したため、特定

化学物質障害予防規則（以下、特化則とする）の規制対象物質が新たに追加された [1]。日本の法改正の動き

を見てみると、未規制であった化学物質により健康障害が発生した事例を受けて、後追いで該当物質が規制

対象となっている。そして、平成 28 年度より化学物質におけるリスクアセスメントが義務化され[2] 、使用

前に健康障害から身を守るための、より一層の化学物質の適正管理が求められるようになった。名古屋大学

では、国立大学法人化した平成 16年以降、有機溶剤・特定化学物質を使用している実験室で有機溶剤中毒予

防規則・特化則に沿った作業環境測定を行うこととしており、工学研究科・工学部環境安全管理室では、学

部内で有機溶剤・特定化学物質を使用している実験室を対象に自前測定を実施している。しかしながら、試

薬の使用頻度の低さなどから、金属系の作業環境測定については測定できる環境が整っていなかった。今回、

金属系の作業環境測定についての研修を行ったので報告する。金属系の作業環境測定の取り掛かりとして、

マンガンおよびその化合物について、作業環境測定法等で指定されている方法である吸光光度分析法および

原子吸光分析法での測定手法の習得を行った。標準試料の調製、検量線の作成、サンプルの前処理および測

定を行い、吸光光度分析法、原子吸光分析法の両方法ともに管理濃度 1/10 以下まで測定できることを確認す

ることを目的とした。 

 

2 測定方法 

2.1 測定金属の選定 

作業環境測定の調査票を精査し、本学にある分析装置を用いて測定できることを考慮し、測定依頼の可能

性が高いマンガンの測定をすることとした。労働安全衛生法等の法令に基づき、マンガンは特定化学物質 管

理第 2類物質に分類されており、2018年 12 月 20日時点でのマンガンおよびその化合物（塩基性酸化マンガ

ンを除く）の管理濃度は 0.2 mg/m3である。マンガンを取り扱う屋内作業場は、法令で定められた作業環境測

定を行うべき作業場に該当するため、6 か月に 1 度の有資格者による作業環境測定を行うことが義務付けら

れている。 

 

2.2 測定装置 

マンガンの測定においては、作業環境測定ガイドブック 4 金属類[3]に沿って、吸光光度分析法と原子吸光

分析法の 2 つの方法で分析を試みた。吸光光度分析法では、当室にある紫外可視分光光度計（日本分光製、

V-550）を使用した（図 1）。この機器はダブルビーム方式の測定方法を採用しており、対照試料とブランク



による測定値の揺らぎを少なくすることができる。今回の測定では検量線の濃度 0 の試料を対照試料とした。

原子吸光分析法では、本学の化学測定機器室にある偏光ゼーマン方式の原子吸光光度計（HITACHI製、Z-5710）

を使用した（図 1）。ゼーマン効果を用いた補正方法を採用しており、磁場に平行な偏光特性を有する輝線の

線分が吸収を示し、磁場に直角に偏光した輝線の成分は吸収を示さない、といった特性を利用している[3]。 

 

2.3 試料の採取 

本研修で測定する試料として、過マンガン酸カリ

ウムを少量量り取り、メノウ乳鉢に移し替えてすり

潰すという作業の近くでサンプリングを行った試

料を用意した。ローボリウムエアサンプラー（GL

サイエンス製、SP208LV-30L）、グラスファイバーフ

ィルター（SIBATA製、AP-2005500、φ55 mm）を

用いて、30 L/min の流量、総吸引量 1050 Lの条件

でろ過捕集を行った（図 2）。なお、それぞれ同ロ

ットの別のフィルターを使用したため、サンプル名

を、吸光光度分析法では 1、原子吸光分析法では 1’

とした。 

 

2.4 吸光光度分析法の前処理と測定操作 

サンプル 1を酸で溶かし、緩衝液を加えた後ろ過を行い、ろ液の pH を調整し、精製水で 100 mLに定容し

た。15 mLを分取し、ホルムアルドキシム法で発色するために発色試薬等を計 2.5 mL加え測定試料とした。

調製した試料を紫外可視分光光度計で、波長 450 nm の吸光度を測定した。 

 

2.5 原子吸光分析法の前処理と測定操作 

サンプル 1’を酸で溶かし、過酸化水素水を加え、吸引ろ過し、1%硝酸で 100 mLに定容した。更に、100

倍希釈したものを測定試料とした。調製した試料を原子吸光光度計で、波長 279.6 nm の吸光度を測定した。

各濃度において繰り返し 5回測定を行った。 

 

 

図 1. 紫外可視分光光度計（左）と原子吸光光度計（右） 
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図 2. サンプリングの模擬図 



3 測定結果と考察 

吸光光度分析法、原子吸光分析法から、それぞれ得られた検量線を示す（図 3、図 4）。吸光光度分析法の

定量下限値は、吸光度 0.03 に相当する最終液濃度である[3]。検量線（図 3）から吸光度 0.03 に相当する試料

液濃度を算出し、以下の（1）式を利用し、気中濃度を求めたところ、吸光光度分析法の定量下限値に対応す

る気中濃度は 0.0162 mg/m3であった。 

 

C 吸 =  a × c 吸 × 100/15 ÷ Q          （式 1） 

a : 最終試料液量 (mL) 

C 吸：気中濃度 (mg/m3) 

c 吸：最終液濃度 (µg/mL) 

Q ：総吸引量 (L) 

 

原子吸光分析法の定量下限値には、ブランク試験用の溶液から求めた標準偏差（σ）の 10倍（10σ）を算出の

際に用いた。得られた標準偏差の 10倍（10σ）を用いて、以下の式（2）を利用し、気中濃度を求めたところ、

原子吸光分析法の定量下限値に対応する気中濃度は 0.00532 mg/m3であった。 

 

C 原 =  a 原 × c 原 × α ÷ Q             （式 2） 

a 原：最終試料液量 (L) 

C 原：気中濃度 (mg/m3) 

c 原：最終液濃度 (µg/L) 

α ：希釈倍率 

Q ：総吸引量 (L) 

 

今回、定量下限値に対応する気中濃度は、両分析方法ともに管理濃度の 1/10を下回る結果となった。原子吸

光分析法については、装置の検出範囲に合わせて試料溶液を 100倍希釈したことを考慮した定量下限値であ

るため、希釈率を低めた場合は、気中濃度が低い場合でも検出、定量が可能であると考える。また、サンプ

リングの条件、各種前処理等の条件を考慮し、算出されたサンプル 1 及び 1’の平均吸光度と気中濃度は、表

のとおりであった（表 1）。 

 

4 まとめ 

 本学の事情を勘案し、今回はマンガンの測定を行うこととし、吸光光度分析法、原子吸光分析法の両方法

でマンガンの測定方法を習得できた。また、両方法とも定量下限値が管理濃度の 1/10を下回り、管理濃度の

1/10が測定できることを確認できた。厚労省の平成 30年度化学物質による労働者の健康障害防止措置に係る

検討会でマンガンの管理濃度を下げる検討が行われている[4]ことから、今後、管理濃度が下がった場合にも

測定に対応できる原子吸光分析法の方がより望ましい測定方法であると考えている。今後は精度を上げる訓

練を行い、実測に備える所存である。 

 



 

y = 0.192 x +0.002

R2 = 0.999 

 

図 3. 吸光光度分析法から得られた検量線 

 

 

y = 0.0231 x + 0.0198

R2 = 0.993

 

図 4. 原子吸光分析法から得られた検量線 

 

 

表 1. 各サンプルの吸光度と対応する気中濃度 
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